
●＼ 一般会計の主要事業をお知らせします ●／
「だれもが明るく楽しく暮らせるまちに！」

～実現のための５つのまちづくり施策と主な取り組みについて～
重点的に取り組む事業について、５つのまちづくり施策に沿ってお知らせします。

❶ 人口減少対策　～国東市を出ていく若者を少なくし、来たい人を増やす～

移住定住総合支援事業（まちづくり推進課） �  6,419万円
移住してきた方に対し給付金を支給するほか、令和７年度より、帰郷して国東での生活を始める方には、Uターン加算

を行います。（詳細は９ページに記載）
結婚新生活支援事業（まちづくり推進課） �  240万円

市内で新婚生活のスタートを迎える世帯に対し、新居の準備などに係る費用を助成します。（詳細は９ページに記載）

❷ 地域産業の活性化　～産品といっしょに国東市をＰＲすることで、応援してくれるファンを増やす～

宇宙港関連事業（政策企画課） �  1,320万円
観光や教育、産業など多角的な分野において、宇宙港のあるまちとなることを生かした、まち

づくりの在り方について調査研究などを行います。
おおいた園芸産地づくり支援事業（野菜）ほか（農政課） �  4,775万円

たまねぎを主体に栽培する新規農業企業法人のほか、農業者や企業が整備する機械や資材の
購入費用を補助します。

❸ 安全 ･ 安心で活気あるまちづくり　～国東市の未来を守るため、お互いが支え合う仕組みをつくる～

地域コミュニティ支援事業（まちづくり推進課） �  247万円
住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせる地域社会の実現に向けて、さまざまな主体との協働による新たな地域の

仕組みづくりを推進します。
医療従事者等就業移住支援金事業（市民健康課） �  322万円

医師や看護師、薬剤師など医療従事者として市外から移住し就業される方に対し、５年間にわたって就業移住支援金を
給付します。（詳細は９ページに記載）

❹ 子育て ･ 教育環境の充実　～まちは人によってつくられるから、将来の国東市を支える人をつくる～

学校給食費無償化事業（給食センター） �  8,176万円
令和７年４月から幼稚園、小・中学校、義務教育学校の学校給食費を無償化します。（詳細は８ページに記載）

未来につなぐ子育て応援事業（子育て支援課） �  4,150万円
子育て世帯への祝金の支給時期を１歳の誕生日に変更し支給額を増額します。また、小学校、中学校への入学年齢時に

給付している商品券については、高校入学年齢時にも給付するよう制度を拡充します。（詳細は８ページに記載）
国見地区認定こども園建設事業（子育て支援課） �  3億5,578万円

国見小学校に隣接している旧国見中央幼稚園の跡地に認定こども園を建設し、令和８年４月の開園を目指します。
都市公園整備事業（まちづくり推進課） �  １億5,490万円

子どもから高齢者まで市内外の多くの方に親しまれる都市公園を整備します。
国東高校支援事業（学校教育課） �  4,220万円

国東高校生の学力向上および進路実現を支援するため、無料の公営進学塾「夢
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」を開
塾しています。また、令和7年度から講師を増員し指導体制の強化を図ります。
放課後学習塾事業（学校教育課）��  3,566万円

基礎学力および活用力向上のため、市内中学３年生および義務教育学校9年生の希望者
は、放課後学習塾を無料で利用することができます。

❺ 地域文化の継承と創造　～国東市の魅力に気づき、他の地域に誇れる文化を継承する～

国東半島芸術文化推進事業（観光・地域産業創造課）��  3,500万円
六郷満山文化をはじめ既存の文化・観光資源や現代アート作品に、新たなコンテンツを組み合わせ、国東半島の新しい

魅力を発信する「国東半島芸術文化祭2025」を開催します。

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金対象事業について
物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対し、必要な支援を行うため、

以下の事業を「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用して実施します。

生活者支援
物価高騰対策給付金事業（福祉課）��  １億5,802万円（令和6年度2月補正）

令和6年度分の住民税均等割が非課税である世帯に対し、1世帯当たり3万円を給付します。
　※子育て世帯については子ども1人当たり2万円を加算します。

省エネ家電購入費補助事業（環境衛生課）��  2,016万円
電気・ガス等エネルギー価格の高騰による、一般家庭の電気代負担の増加を踏まえ、省エネ性能に優れた家電の買い換

え経費の一部を補助します。
国東に元気を！消費喚起プレミアム商品券事業（観光・地域産業創造課）

 �  4,950万円
地域経済の活性化と物価高騰による市民生活を下支えするため、プレミアム率30％の

商品券を発行します。

事業者支援
医療・介護・保育施設などに対する物価高騰対策支援
社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業（障がい者支援施設）（福祉課） �  85万円

物価高騰の影響を受けている市内障がい者支援施設に対し、補助を行い経済的負担を軽減します。
社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業（高齢者福祉施設）（福祉課） �  668万円

物価高騰の影響を受けている市内高齢者福祉施設に対し、補助を行い経済的負担を軽減します。
社会福祉施設等物価高騰対策緊急支援事業（子育て支援施設）（子育て支援課） �  89万円

物価高騰の影響を受けている市内児童福祉施設に対し、補助を行い経済的負担を軽減します。
配食サービス事業所物価高騰対策支援事業（福祉課） �  90万円

物価高騰の影響を受けている配食サービス事業所に対して、これまで通りの栄養バランスや量を保った食事を提供でき
るよう支援します。

農林水産業における物価高騰対策支援　
農業応援定額給付金事業（農政課） �  3,885万円

燃油・農業資材の価格高騰の影響を受けている一定規模以上の農業者に対し、給付金を支給します。
乾しいたけ燃油高騰対策支援事業（林業水産課） �  54万円

燃油価格高騰の影響を受けている乾しいたけ生産者に対し、燃油代の一部を補助します。
水産業燃油高騰対策支援事業（林業水産課） �  1,170万円

燃油価格高騰の影響を受けている漁業者に対し、燃油代の一部を補助します。

地域公共交通・物流や地域観光業などに対する支援
運送業燃油高騰緊急支援事業（観光・地域産業創造課） �  490万円

燃油価格高騰の影響を受けている貨物自動車運送事業者に対し、業務で使用する貨物自動車の種類、数量に応じて給付
金を支給します。
宅配ボックス購入費補助事業（環境衛生課） �  118万円

留守中の宅配物の受け取りを可能とする宅配ボックスの購入費の一部を補助し、燃油価格高騰の影響を受けている物流
業者の再配達を抑制します。
夜間タクシー運行支援事業（政策企画課） �  1,628万円

燃料価格高騰の影響を受けているタクシー事業者に対し、地域に不可欠な交通手段である夜間タクシーの確保に向けた
実証事業を行います。

その他
定額減税不足額給付金事業（税務課） �  4,573万円

賃金上昇が物価高に追い付いていない物価高騰の状況に鑑み、令和6年度に実施した定額減税および調整給付に対し、
令和7年度実績で不足する方に追加給付を行います。

▲宇宙教室

▲放課後学習塾（志成学園）
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